
 別　記
　  様式第１号（第８条、第９条、第12条関係）

　（宛先）
滋賀県知事

提出者
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称および代表者の氏名）

第25条第３項 ・  第25条第４項
第27条第１項 ・  第27条第２項において準用する同条例
第26条第１項
第27条第２項において準用する同条例第26条第１項

第25条第４項 　 事業者行動計画を 策定 （変更）
　 事業者行動報告書を作成

　1　事業所の概要

1 3 1 2

人

□

□

□

台 台 台

台 台

　２　計画期間（および報告対象年度）

　３　計画の（内容・実施状況）

注　用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とします。

主要な設備

ボイラ

コンプレッサ

計画の
（内容・実施状況）

　別添のとおり

報告対象年度

開始
年度

計画期間
終了
年度

年度2022

2026 年度

年度2023

その他

事業者行動（計画・変更計画・報告）書

事業者の氏名
（法人にあっては、名称およ

び代表者の氏名）

事業者の住所
（法人にあっては、主たる事

務所の所在地）

株式会社イトーキ　生産本部　関西工場　滋賀事業所

株式会社イトーキ　　　代表取締役社長　 湊　宏司

東京都中央区日本橋2-5-1　日本橋髙島屋三井ビルディング

事業所の名称

２０２４年　　7月　　26 日

　滋賀県ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例

の規定に基づき、 したので、提出します。

滋賀県近江八幡市上田町７２

株式会社イトーキ　　関西工場
工場長　野口　猛

事業所の所在地

事業の概要 オフィス家具製造

時間／日444 8

日本標準産業分類
細分類番号主たる事業

従業員の数 操業時間

滋賀県近江八幡市上田町７２

該当する事業者
の要件

任意提出事業者

原油換算エネルギー使用量が、年間1,500ｷﾛﾘｯﾄﾙ以上の事業所を県内に有する事
業者

従業員数が21人以上であって、エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量が、
二酸化炭素換算で年間3,000トン以上の事業所を県内に有する事業者

※ 産業分類・細分類名称を記載
　　　　　金属製家具製造業

5

23

熱源設備

空気調和設
備

照明設備6

112

510



標準様式第１号・標準様式第２号

　１　CO2ネットゼロ社会づくりに係る取組に関する基本的な方針

　２　取組の推進体制

　３　これまでに取り組んできたCO2ネットゼロ社会づくりに係る取組

（第１面）

イトーキグループ環境方針
当社の企業理念に基づき、以下の環境方針を定めます。

イトーキグループは、生き生きと持続する美しい地球と、活き活き活動する人びとが暮らす自然豊か
な社会を未来に引き継ぐため、地球環境問題が経営上の最重要課題であると認識し、事業活動の全て
の領域で限りある資源の有効活用と生物多様性の保全および地球環境への負荷の低減を図り、持続
可能な社会の実現に貢献していきます。

■生産設備
・樹脂成型機の油圧から電動へ、電動から省電力機への切り替え
・樹脂成型機のシリンダジャケットの追加
・薬品変更による前処理液低温化
・塗料変更による塗装焼付け乾燥炉　焼付け乾燥炉設定温度の低温化

■ユーティリティー
・コンプレッサーのインバーター化、台数制御
・照明のＬＥＤ化
・省電力型変圧器の導入
・エアコンの省エネ型機種への切り替え、ガスヒートポンプ式への切り替え
・蒸気配管の断熱による保温

■建屋
・屋根遮熱塗料の施工
・太陽光発電の設置（自家消費）



 ４　自らの温室効果ガス排出量の削減に向けた取組
 (1) エネルギー起源CO2排出量の削減に向けた取組の内容等

 (2) エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス排出量の削減に向けた取組の内容等

 (3) 上記の取組により達成しようとする目標および目標の進捗に対する自己評価

 (4) 温室効果ガス排出量等の実績

kL

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

t-
CO2

備考　「温室効果ガスの種類別の排出量内訳」欄については、事業者行動計画の提出義務の要件に該当
　　　しない温室効果ガスの排出量は、記入する必要はありません。

温室効果ガス
総排出量

エネルギー等原単位の推
移

N2O

PFCs

HFCs

NF3

2,418

SF6

2,480

2,418 2,480

取組目標および目標設定の考え方

3

計画開始年
度前年度の

実績

1,760 1,815 1,700

実績報告

（２０２２）年度

原油換算エネルギー
使用量

寝屋川工場の閉鎖に伴う滋賀工
場への設備移設に伴ない、他工
場で実施しているエネルギー使
用量の削減施策等について滋賀
工場においても横展開を行なう
事でエネルギー使用量の更なる
削減に努めました。

CH4

エネルギー起源
CO2

非エネルギー起源
CO2

取組の実施状況

1

温室効果
ガスの種類

実施計画

取組の内容

実績報告

2

目標の進捗に対する自己評価

0.4014 0.3462 0.3037

（第２面）

取組項目

2022年紛体塗料の
種類を変更

２０２２年APセンター881ｋｗ自家消
費型太陽光発電稼働

実施
スケジュール

2022年1

取組の実施状況

ﾌﾟﾛｾｽ改善

設備導入 2023年

実績報告実施計画

取組の内容

粉体塗料の種類変更による焼付け乾燥温度の低温化

自家消費太陽光発電の増強による購入電力削減2

運用改善
塗装前処理液の低温化による都市ガス使用量の低減

4

5

運用改善

運用改善

2022年、寝屋川工場設
備を滋賀工場に移設

塗装乾燥炉温度の
低温化
塗装前処理工程の
低温化

2023年

2022年末

2023年～

寝屋川工場生産設備の滋賀工場への移設による塗装生
産工程で使用する購入電力とガス使用量の削減
塗装効率改善によるガス使用量の削減

3

（２０２３）年度 （２０２４）年度 （2025）年度 （２０２６）年度

実施
スケジュール

2,651

2,651

コンプレッサーのインバータ化や照明のＬＥＤ化、設備更新に伴う高効
率モーターの採用等の基本的な省エネ施策はすでにほぼ実施しつくし
てきているので、切り口の異なる塗装ラインのプロセス改善などＣＯ
２削減策に取り組んでいきます。

また、順次増設してきた太陽光発電については、以前は買取電力が高
くメリットがあったため売電で運用しており、ＣＯ２削減は間接的な効
果になっていて事業所としての削減効果が計上できていませんでし
た。

近年の買取価格の低下に伴い、2022年の導入からは自家消費に切
り替えることで購入電力量を減らし、事業所の直接的なＣＯ２削減効
果を計上できるようにしています。

前年度より原単位で１％削減の数値目標達成を目指します。



 ５　再生可能エネルギー等の利用に関する取組
  (1) 再生可能エネルギー等の利用に関する取組の内容等

■ 計画最終年度までの取組の内容等

■ 中長期的な取組の内容等

  (2) 所有する主な再生可能エネルギー設備

ｋＷ ｋＷ ｋＷ

ｋＷ ｋＷ ｋＷ

 (3) 再生可能エネルギー電気設備での発電量および自家消費量の実績

2,147

その他 （　　　）

（２０２５）年度 （２０２６）年度

取組の内容

5

3

垂直式太陽光発電設置（2025年～）

4

2

1

実績報告
（２０２２）年度

（第３面）

再エネ設備を効
率的に利用す
る設備の導入

実績

７５０KW（2012年 売電）＋51６kW（２021年 自家消費）＋881ｋｗ（２０２３年
自家消費）

実績報告

実施
スケジュール 取組の実施状況

太陽熱 バイオマス

実施計画

取組の内容

2023年1月～稼働開始1 20２２年太陽光発電の増強

上記のうち
自家消費量

kWh

再エネ電気設
備での発電量

kWh

3

2

4

5

太陽光 水力・小水力 地熱

1,221,993

1,221,993

（２０２３）年度 （２０２４）年度

1,211,266

358,159

589,767

589,767

計画開始年度
前年度の実績



 ６　事業活動を通じた他者の温室効果ガスの排出削減によりCO2ネットゼロ社会づくりに貢献する取組

 (1) 取組の内容およびその実績

　(2） 上記の取組により達成しようとする目標および目標設定の考え方

　(3） 上記の取組にかかる目標の進捗に対する自己評価およびＣＯ₂削減貢献量の算出根拠

ＣＯ₂削減貢献量の算出根拠

651.8

　　目標および目標設定の考え方

目標の進捗に対する自己評価

数値目標なし

（第４面）

軽量化や部品点数の削減による製品ライフサイクルにお
けるCO2排出量の削減。
再生素材の使用や使用する素材、廃棄物の削減。

取組の内容等 取組の実施状況
再生材樹脂使用率：10％
（2023年　滋賀事業所の原材料使用
品）

ＣＯ₂削減貢献量

t-CO2



 ７　その他のCO2ネットゼロ社会づくりに資する取組

 (1) 調整後排出係数に基づく温室効果ガス排出量の推移

ｔ-ＣＯ２

ｔ-ＣＯ２

kg-
CO2

/kWh

 (2) クレジット等購入

t-CO2

t-CO2

 (3) 通勤や出張など人の移動および物流における脱炭素化の取組等

1

2

3

 (4) 業務で使用する車輌の脱炭素化の取組

台

台

 (5) その他のCO2ネットゼロ社会づくりに向けた取組等

1

2

3

4

5

（第５面）

グリーン証書の購
入

【調整後排出係数】

クレジットの購入

温室効果ガス
排出量の推移

計画開始年度
前年度の実績

実績報告単
位

項目
（　　　）年度 （　　　）年度

（　　　）年度

（　　　）年度 （　　　）年度 （　　　）年度

従業員の通
勤交通対策

会社と社員寮の通勤用として、専用シャトルバスを
導入し運用を実施。

取組の内容

項目

2024年1 月より運用を
開始

実施スケ
ジュール

2024年

実績報告

単
位

計画開始年度
前年度の実績

実績報告
（　　　）年度

2 3

（　　　）年度 （　　　）年度（　　　）年度

特記事項

取組項目

計画開始年
度前年度の
保有台数

上記のうち
次世代自動車等の

数
2

保有車輌の数 5

実施計画

特記事項

カーボンオフセット量：1,252（ton-
CO2)

カーボンオフセット量：1,089（ton-
CO2)

カーボンフッ
トプリント

販売製品の重量ベースでのＣＯ２算出把握開始 2022年4月
～2023年3

月迄

カーボンフッ
トプリント

販売製品の重量ベースでのＣＯ２算出把握開始 2023年4月
～2024年3
月迄の1年分

取組項目
実施計画

実績報告
取組内容

エネルギー起源CO2

【調整後排出係数】

特記事項

実施
スケジュール

（２０２２）年度 （2023）年度 （２０２４）年度 （2025）年度 （２０２６）年度

実績報告

8 10


